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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １  当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２  第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３  自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。 

４  信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しており

ます。なお、該当する信託業務を営む会社は提出会社１社です。 

５ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

  
２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

  
平成26年度 
第３四半期 
連結累計期間 

平成27年度 
第３四半期 
連結累計期間 

平成26年度 

  (自 平成26年４月１日 

至 平成26年12月31日)

(自 平成27年４月１日 

至 平成27年12月31日) 

(自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日)

経常収益 百万円 136,034 131,112 173,675 

  うち信託報酬 百万円 2 2 2 

経常利益 百万円 38,895 37,292 47,870 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 23,791 23,489 ― 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

百万円 ― ― 27,185 

四半期包括利益 百万円 81,367 5,293 ― 

包括利益 百万円 ― ― 103,954 

純資産額 百万円 669,609 689,835 692,208 

総資産額 百万円 7,923,240 8,312,895 8,014,284 

１株当たり四半期純利益金額 円 47.30 46.68 ― 

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 54.09 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 47.25 46.63 ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ― ― 54.03 

自己資本比率 ％ 8.07 8.00 8.25 

信託財産額 百万円 469 444 485 
 

  平成26年度 
第３四半期連結会計期間 

平成27年度 
第３四半期連結会計期間 

（自  平成26年10月１日 
    至  平成26年12月31日） 

（自  平成27年10月１日 
    至  平成27年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 18.37 13.84 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等はありま

せん。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  
２ 【経営上の重要な契約等】 

該当ありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

(金融経済環境) 

当第３四半期連結累計期間における当行の主要な営業基盤である長野県経済は、需要面では公共投資は高水準な

がらも緩やかな減少傾向で推移し、設備投資は緩やかな増加となりました。生産面では国内需要の弱さなどを背景

に横ばいで推移しました。個人消費は、大型小売店売上高は前年を上回った一方で、自動車の新車登録台数は前年

を下回りました。 

金融面においては、10年物国債利回りは、期初の0.3％台から４月下旬以降は欧州の金利上昇を受け、６月には

0.5％台まで上昇しましたが、その後は低下基調が続き、期末には0.2％台半ばまで低下しました。一方、日経平均

株価は期初の１万９千円台前半から堅調に推移し、一時２万円台まで上昇しましたが、後半は中国株式市場の急落

など中国経済の減速懸念の高まりなどから下落基調が続き、一時１万７千円を割り込みました。欧州中央銀行の追

加緩和観測などから12月には一時２万円を回復しましたが、その後は原油価格の下落や米利上げ決定などから調整

局面となり、期末には１万９千円台となりました。 

このような金融経済環境のもと当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。 

(財政状態) 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比2,986億円増加して８兆3,128億円となりました。

負債につきましては、前連結会計年度末比3,009億円増加して７兆6,230億円となりました。また、純資産は、前連

結会計年度末比23億円減少して6,898億円となりました。 

主要勘定の動きは、次のとおりとなりました。 

貸出金は、長野県外の事業性資金及び地方公共団体向け資金などが増加したことを主因に、前連結会計年度末比

1,270億円増加して４兆6,338億円となりました。 

有価証券は、国債及び外国証券などが減少したことを主因に、前連結会計年度末比1,581億円減少して２兆5,826

億円となりました。 

預金は、個人及び法人の預金が引き続き堅調に推移し、前連結会計年度末比762億円増加して６兆3,135億円とな

りました。 

(経営成績) 

連結粗利益の大半を占める資金利益は、有価証券利息配当金は増加したものの、貸出金利息の減少及び預金利息

の増加を主因に前年同期比５千５百万円減少し、572億４百万円となりました。役務取引等利益（含む信託報酬）

は、前年同期比５億２千８百万円減少し、111億７千２百万円となりました。その他業務利益は、国債等債券関係損

益が減少したことを主因に前年同期比24億９千３百万円減少し、75億９千２百万円となりました。 

与信関係費用は、貸倒引当金戻入益が減少したことを主因に前年同期比15億４千６百万円増加し、△17億７千１

百万円となりました。株式等関係損益は、株式等売却益の増加を主因に前年同期比５億５千８百万円増加し、22億

１千３百万円となりました。 

以上の結果、経常利益は前年同期比16億３百万円減少の372億９千２百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益

は同３億１百万円減少の234億８千９百万円となりました。 

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

① 銀行業 

当行単体の減益を主因として、セグメント利益（経常利益）は前年同期比17億１千１百万円減少して、341億

８千２百万円となりました。 

― 3 ―



② リース業 

セグメント利益（経常利益）は前年同期比６千１百万円増加して、25億１千１百万円となりました。 

なお、報告セグメントに含まれない「その他」につきましては、前年同期比６千６百万円増加して、６億１千１

百万円のセグメント利益（経常利益）となりました。 

  

○  損益の概要 

（注）  前第３四半期連結累計期間は一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金がともに取崩しとなり、また、当第３四半

期連結累計期間は一般貸倒引当金の繰入額を個別貸倒引当金の戻入額が上回りました。いずれも貸倒引当金全

体で取崩となりましたので、経理基準に従い、その合計額を貸倒引当金戻入益に計上しております。 

  

 

  

前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年12月31日) 

(百万円) (Ａ) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
  至 平成27年12月31日) 

(百万円) (Ｂ) 

増減 
(百万円) 

  
(Ｂ) － (Ａ) 

連結粗利益 80,147 77,396 △2,750 

資金利益 57,259 57,204 △55 

役務取引等利益(含む信託報酬) 11,701 11,172 △528 

特定取引利益 1,100 1,427 326 

その他業務利益 10,086 7,592 △2,493 

営業経費 48,305 45,478 △2,826 

与信関係費用 △3,317 △1,771 1,546 

貸出金償却 3 1 △1 

個別貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

一般貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

貸倒引当金戻入益 3,514 1,860 △1,653 

償却債権取立益 18 26 7 

その他与信関係費用 212 113 △98 

株式等関係損益 1,654 2,213 558 

その他 2,146 1,458 △687 

経常利益 38,895 37,292 △1,603 

特別損益 △590 △179 410 

税金等調整前四半期純利益 38,304 37,112 △1,192 

法人税、住民税及び事業税 12,506 9,508 △2,997 

法人税等調整額 159 2,646 2,487 

法人税等合計 12,665 12,155 △509 

四半期純利益 25,639 24,957 △682 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,847 1,467 △380 

親会社株主に帰属する四半期純利益 23,791 23,489 △301 
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① 国内・海外別収支 

資金運用収支は、有価証券利息配当金は増加したものの、貸出金利息の減少及び預金利息の増加を主因に前年

同期比55百万円減少し、57,204百万円となりました。 

役務取引等収支は、前年同期比528百万円減少し、11,170百万円となりました。 

その他業務収支は、国債等債券関係損益が減少したことを主因に前年同期比2,493百万円減少し、7,592百万円

となりました。 

  

(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店であります。 

２  資金調達費用は金銭の信託見合費用(前第３四半期連結累計期間66百万円、当第３四半期連結累計期間70百

万円)を控除して表示しております。 

３  相殺消去額は、「国内」と「海外」の間の内部取引額を記載しております。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資金運用収支 
前第３四半期連結累計期間 57,024 234 ― 57,259 

当第３四半期連結累計期間 57,023 180 ― 57,204 

うち資金運用収益 
前第３四半期連結累計期間 64,276 402 △97 64,580 

当第３四半期連結累計期間 65,775 396 △138 66,033 

うち資金調達費用 
前第３四半期連結累計期間 7,251 167 △97 7,321 

当第３四半期連結累計期間 8,751 216 △138 8,829 

信託報酬 
前第３四半期連結累計期間 2 ― ― 2 

当第３四半期連結累計期間 2 ― ― 2 

役務取引等収支 
前第３四半期連結累計期間 11,691 8 ― 11,699 

当第３四半期連結累計期間 11,165 5 ― 11,170 

うち役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 16,504 14 ― 16,518 

当第３四半期連結累計期間 16,187 11 ― 16,199 

うち役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 4,813 5 ― 4,819 

当第３四半期連結累計期間 5,022 5 ― 5,028 

特定取引収支 
前第３四半期連結累計期間 1,100 ― ― 1,100 

当第３四半期連結累計期間 1,427 ― ― 1,427 

うち特定取引収益 
前第３四半期連結累計期間 1,100 ― ― 1,100 

当第３四半期連結累計期間 1,427 ― ― 1,427 

うち特定取引費用 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 ― ―  ― ― 

その他業務収支 
前第３四半期連結累計期間 10,057 29 ― 10,086 

当第３四半期連結累計期間 7,541 50 ― 7,592 

うちその他業務収益 
前第３四半期連結累計期間 32,228 29 ― 32,258 

当第３四半期連結累計期間 32,886 50 ― 32,937 

うちその他業務費用 
前第３四半期連結累計期間 22,171 0 ― 22,172 

当第３四半期連結累計期間 25,344 ― ― 25,344 
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② 国内・海外別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 

  

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２  定期性預金＝定期預金＋定期積金 

３  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店であります。 

  

③ 国内・海外別貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

(注)  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店であります。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 6,115,918 26,460 ― 6,142,378 

当第３四半期連結会計期間 6,289,353 24,226 ― 6,313,579 

うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 3,359,140 7,189 ― 3,366,329 

当第３四半期連結会計期間 3,515,939 6,743 ― 3,522,683 

うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 2,585,374 19,270 ― 2,604,644 

当第３四半期連結会計期間 2,543,024 17,482 ― 2,560,506 

うちその他 
前第３四半期連結会計期間 171,404 0 ― 171,404 

当第３四半期連結会計期間 230,389 0 ― 230,389 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 495,485 ― ― 495,485 

当第３四半期連結会計期間 535,480 ― ― 535,480 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 6,611,404 26,460 ― 6,637,864 

当第３四半期連結会計期間 6,824,833 24,226 ― 6,849,059 
 

業種別 
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

4,493,679 100.00 4,608,689 100.00 

  製造業 747,805 16.64 710,823 15.42 
  農業、林業 17,120 0.38 17,272 0.38 

  漁業 6,048 0.14 6,047 0.13 

  鉱業、採石業、砂利採取業 2,051 0.05 6,930 0.15 

  建設業 103,495 2.30 101,487 2.20 

  電気・ガス・熱供給・水道業 39,782 0.89 34,476 0.75 

  情報通信業 49,863 1.11 43,596 0.95 

  運輸業、郵便業 130,368 2.90 140,988 3.06 

  卸売業、小売業 631,068 14.04 615,383 13.35 

  金融業、保険業 348,717 7.76 370,841 8.05 

  不動産業、物品賃貸業 531,207 11.82 546,936 11.87 

  その他サービス業 275,459 6.13 292,828 6.35 

  地方公共団体 507,755 11.30 596,021 12.93 

  その他 1,102,934 24.54 1,125,054 24.41 

海外及び特別国際金融取引勘定分 30,415 100.00 25,196 100.00 

  政府等 202 0.67 ― ― 

  金融機関 1,697 5.58 1,745 6.93 

  その他 28,515 93.75 23,450 93.07 

合計 4,524,095 ― 4,633,886 ― 
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④「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は提出会社１社です。 

○  信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表) 

  

  

(注) １  共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。 

２  元本補填契約のある信託については、取扱残高はありません。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題、研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

研究開発活動については該当ありません。 

  

 

資産 

科目 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

有価証券 200 41.27 149 33.75 

信託受益権 256 52.84 281 63.34 

現金預け金 28 5.89 12 2.91 

合計 485 100.00 444 100.00 
 

負債 

科目 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

金銭信託 485 100.00 444 100.00 

合計 485 100.00 444 100.00 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  
(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 2,000,000,000 

計 2,000,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 511,103,411 同左 
東京証券取引所 
市場第一部 

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 
単元株式数は1,000株であります。 

計 511,103,411 同左 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 (百万円) 

資本金残高 
 (百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年12月31日 ― 511,103 ― 52,243 ― 29,609 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成27年12月31日現在 

(注)１  上記の「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が６千株

含まれております。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が６個含まれて

おります。 

２ 平成27年11月13日の取締役会決議に基づき、平成27年12月31日までに自己株式を3,328,000株取得しておりま

すが、平成27年12月31日現在、名義書換未了のため、完全議決権株式（その他）に含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成27年12月31日現在 

（注）上記のほか、平成27年11月13日の取締役会決議に基づき、平成27年12月31日までに自己株式を3,328,000株取得

しております。 

  

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― 
株主としての権利内容に制限 
のない、標準となる株式 普通株式 412,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 507,843,000 507,843 同  上 

単元未満株式 普通株式 2,848,411 ― 同  上 

発行済株式総数 511,103,411 ― ― 

総株主の議決権 ― 507,843 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社八十二銀行 

長野市大字中御所字岡田 
178番地８ 

412,000 ― 412,000 0.08 

計 ― 412,000 ― 412,000 0.08 
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第４ 【経理の状況】 

  

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自 平成27年10月１

日  至 平成27年12月31日）及び第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日  至 平成27年12月31日)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部     

  現金預け金 339,266 687,964 

  コールローン及び買入手形 58,740 33,619 

  買入金銭債権 59,032 62,080 

  特定取引資産 17,696 16,703 

  金銭の信託 64,821 62,370 

  有価証券 2,740,758 2,582,607 

  貸出金 ※1  4,506,883 ※1  4,633,886 

  外国為替 21,657 31,095 

  リース債権及びリース投資資産 61,780 63,389 

  その他資産 96,012 89,697 

  有形固定資産 38,223 38,237 

  無形固定資産 5,630 5,812 

  退職給付に係る資産 24,250 24,599 

  繰延税金資産 2,458 2,225 

  支払承諾見返 35,549 33,658 

  貸倒引当金 △58,478 △55,050 

  投資損失引当金 △0 △0 

  資産の部合計 8,014,284 8,312,895 

負債の部     

  預金 6,237,343 6,313,579 

  譲渡性預金 453,618 535,480 

  コールマネー及び売渡手形 8,588 211,515 

  債券貸借取引受入担保金 248,563 226,314 

  特定取引負債 6,282 5,248 

  借用金 88,024 88,776 

  外国為替 1,375 1,826 

  その他負債 154,871 125,555 

  退職給付に係る負債 11,854 12,087 

  睡眠預金払戻損失引当金 825 768 

  偶発損失引当金 1,308 1,283 

  特別法上の引当金 11 11 

  繰延税金負債 73,860 66,954 

  支払承諾 35,549 33,658 

  負債の部合計 7,322,076 7,623,059 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

純資産の部     

  資本金 52,243 52,243 

  資本剰余金 29,674 34,516 

  利益剰余金 386,589 402,057 

  自己株式 △5,015 △2,655 

  株主資本合計 463,491 486,160 

  その他有価証券評価差額金 223,235 206,854 

  繰延ヘッジ損益 △27,175 △30,320 

  退職給付に係る調整累計額 2,420 2,393 

  その他の包括利益累計額合計 198,481 178,927 

  新株予約権 271 255 

  非支配株主持分 29,964 24,491 

  純資産の部合計 692,208 689,835 

負債及び純資産の部合計 8,014,284 8,312,895 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

経常収益 136,034 131,112 

  資金運用収益 64,580 66,033 

    （うち貸出金利息） 41,272 39,344 

    （うち有価証券利息配当金） 22,467 25,389 

  信託報酬 2 2 

  役務取引等収益 16,518 16,199 

  特定取引収益 1,100 1,427 

  その他業務収益 32,258 32,937 

  その他経常収益 ※1  21,574 ※1  14,513 

経常費用 97,139 93,820 

  資金調達費用 7,387 8,899 

    （うち預金利息） 2,061 2,512 

  役務取引等費用 4,819 5,028 

  その他業務費用 22,172 25,344 

  営業経費 48,305 45,478 

  その他経常費用 ※2  14,455 ※2  9,069 

経常利益 38,895 37,292 

特別利益 64 1 

  固定資産処分益 64 1 

特別損失 654 180 

  固定資産処分損 180 111 

  減損損失 59 68 

  金融商品取引責任準備金繰入額 1 ― 

  為替換算調整勘定取崩額 413 ― 

税金等調整前四半期純利益 38,304 37,112 

法人税、住民税及び事業税 12,506 9,508 

法人税等調整額 159 2,646 

法人税等合計 12,665 12,155 

四半期純利益 25,639 24,957 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,847 1,467 

親会社株主に帰属する四半期純利益 23,791 23,489 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 25,639 24,957 

その他の包括利益 55,728 △19,663 

  その他有価証券評価差額金 70,619 △16,415 

  繰延ヘッジ損益 △15,544 △3,145 

  為替換算調整勘定 413 ― 

  退職給付に係る調整額 239 △102 

四半期包括利益 81,367 5,293 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 78,765 3,936 

  非支配株主に係る四半期包括利益 2,601 1,356 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下、「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映

させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示

の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度につい

ては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業分

離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は1,159百万円減少しております。また、当第３

四半期連結会計期間末の資本剰余金が1,159百万円増加しております。 

  
（四半期連結貸借対照表関係） 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

破綻先債権額 2,006百万円 2,289百万円 

延滞債権額 93,047百万円 82,954百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 211百万円 112百万円 

貸出条件緩和債権額 25,884百万円 25,434百万円 

合計額 121,150百万円 110,790百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 

(自  平成26年４月１日 

至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日 

至  平成27年12月31日) 

金銭の信託運用益 13,845百万円 7,041百万円 

株式等売却益 1,825百万円 3,226百万円 

貸倒引当金戻入益 3,514百万円 1,860百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 

(自  平成26年４月１日 

至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日 

至  平成27年12月31日) 

金銭の信託運用損 13,501百万円 7,134百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 

(自  平成26年４月１日 

至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日 

至  平成27年12月31日) 

減価償却費 4,222百万円 4,007百万円 
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（株主資本等関係） 

  前第３四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日） 

  １  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当ありません。 

  

  当第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

  １  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当ありません。 

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日） 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、証券業及びベンチャーキャピ

タル業を含んでおります。 

３  セグメント利益の調整額６百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 3,037 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金 

平成26年11月７日 
取締役会 

普通株式 2,506 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 5,013 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金 

平成27年11月13日 
取締役会 

普通株式 3,008 6.00 平成27年９月30日 平成27年12月８日 利益剰余金 
 

(単位：百万円)

  
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益              

外部顧客に対する経常収益 108,850 24,792 133,642 2,391 136,034 ― 136,034 

セグメント間の内部経常収益 731 611 1,343 16 1,359 △1,359 ― 

計 109,581 25,404 134,986 2,408 137,394 △1,359 136,034 

セグメント利益 35,894 2,450 38,344 545 38,889 6 38,895 
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当第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、証券業及びベンチャーキャピ

タル業を含んでおります。 

３  セグメント利益の調整額△13百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

（金融商品関係） 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。 

  

  前連結会計年度（平成27年３月31日） 

(*)  貸出金に対応する一般貸倒引当金(21,928百万円)及び個別貸倒引当金(27,819百万円)を控除しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日） 

(*)  貸出金に対応する一般貸倒引当金(26,102百万円)及び個別貸倒引当金(20,528百万円)を控除しております。 

  

(注) 貸出金の時価の算定方法 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異

なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によ

るもので事業性貸出金は、貸出金の種類、内部格付及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に内

部格付等に応じたスプレッドを加味した利率で割り引いて時価を算定しております。固定金利によるもので非事業

性貸出金は、商品別、期間ごとに元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される適用利率で割り引い

て時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値

又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算日（連結

決算日）における四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金

額に近似していることから、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて

は、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価と

しております。 

  

 

(単位：百万円)

  
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益              

外部顧客に対する経常収益 102,933 25,463 128,397 2,715 131,112 ― 131,112 

セグメント間の内部経常収益 939 649 1,589 58 1,647 △1,647 ― 

計 103,872 26,113 129,986 2,773 132,759 △1,647 131,112 

セグメント利益 34,182 2,511 36,694 611 37,306 △13 37,292 
 

科目 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

時  価 
（百万円） 

差  額 
（百万円） 

貸出金 4,506,883     

  貸倒引当金 (*) △49,748     

  4,457,135 4,505,680 48,545 
 

科目 
四半期連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時  価 

（百万円） 
差  額 

（百万円） 

貸出金 4,633,886     

  貸倒引当金 (*) △46,631     

  4,587,255 4,646,356 59,100 
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（有価証券関係） 

※１  企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。 

※２  四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。 

  

その他有価証券 

前連結会計年度（平成27年３月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日） 

  

（デリバティブ取引関係） 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。 

  

債券関連取引 

前連結会計年度（平成27年３月31日） 

（注）１  上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２  時価の算定 

大阪取引所等における最終の価格によっております。 

  

 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 101,252 327,579 226,327 

債券 1,675,615 1,753,015 77,400 

  国債 1,347,954 1,416,991 69,037 

  地方債 79,106 82,207 3,101 

  短期社債 ― ― ― 

  社債 248,553 253,815 5,261 

その他 606,986 632,132 25,145 

  うち外国証券 484,110 497,545 13,434 

合計 2,383,853 2,712,727 328,873 
 

  取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 99,416 307,012 207,596 

債券 1,610,809 1,693,889 83,079 

  国債 1,238,695 1,312,594 73,898 

  地方債 106,777 109,954 3,176 

短期社債 ― ― ― 

  社債 265,336 271,339 6,003 

その他 544,257 558,241 13,984 

  うち外国証券 415,559 421,861 6,302 

合計 2,254,483 2,559,143 304,659 
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金融商品取引所 

債券先物 
売建 2,521 △9 △9 

買建 1,011 0 0 

債券先物 
オプション 

売建 ― ― ― 

買建 ― ― ― 

合計 ― △8 △8 
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当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日） 

（注）１  上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

２  時価の算定 

大阪取引所等における最終の価格によっております。 

  

（企業結合等関係） 

共通支配下の取引等 

子会社株式の追加取得 

(1) 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

名   称 八十二信用保証株式会社（以下「八十二信用保証」という。） 

事業の内容 信用保証業 

② 企業結合日      平成27年10月27日 

③ 企業結合の法的形式  当行を完全親会社、八十二信用保証を完全子会社とする株式交換 

④ 結合後企業の名称   変更なし 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

平成27年４月にスタートした当行第30次長期経営計画に掲げる「地域活力創造銀行への変革」に向けて、当行

を完全親会社、八十二信用保証を完全子会社とする本株式交換を実施することで、更なるグループ経営の迅速

化・効率化を図ることを目的としております。 

  
(2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取

引等として処理しております。 

  
(3) 子会社株式の追加取得に関する事項 

① 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

② 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数 

ａ．株式の種類別の交換比率 当行普通株式16,200株：八十二信用保証普通株式１株 

ｂ．交換比率の算定方法 

株式交換比率の公正性・妥当性を期すため、当行は株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳを、株式交換比率の算定に関す

る第三者算定機関として選定し算定を依頼しました。かかる算定結果を参考に、当行及び八十二信用保証で株

式交換比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、上記記載の株式交換比率が妥当であるとの判断に至り、

合意・決定いたしました。 

ｃ．交付株式数 9,234千株 

  

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金融商品取引所 

債券先物 
売建 51,956 △45 △45 

買建 3,298 △21 △21 

債券先物 
オプション 

売建 48,334 △23 16 

買建 8,297 4 0 

合計 ― △85 △49 
 

取得原価 7,757百万円 （内訳） 自己株式 7,751百万円 

    取得に直接要した費用 5百万円 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

中間配当 

平成27年11月13日開催の取締役会において、第133期の中間配当につき次のとおり決議しました。 

  

 

    
前第３四半期連結累計期間 

(自  平成26年４月１日 

至  平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日 

至  平成27年12月31日) 

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 47.30 46.68 

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 23,791 23,489 

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 23,791 23,489 

普通株式の期中平均株式数 千株 502,894 503,168 

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

円 47.25 46.63 

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益調
整額 

百万円 ― ― 

普通株式増加数 千株 531 501 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
めなかった潜在株式で、前連結会計年度末
から重要な変動があったものの概要 

  ― ― 

 

中間配当金額 3,008百万円

１株当たりの中間配当金 6円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成２８年２月３日 

  

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社八

十二銀行の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年

１０月１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２

月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社八十二銀行及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

 

株 式 会 社  八  十  二  銀  行 

    取    締    役    会    御  中 
 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ   
 

指定有限責任社員 
  

業務執行社員 
  公認会計士 岸  野     勝 ㊞ 

        
指定有限責任社員 
  

業務執行社員 
  公認会計士 矢  野  浩  一 ㊞ 

          
指定有限責任社員 
  

業務執行社員 
  公認会計士 小  松     聡 ㊞ 

 

  
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年２月12日 

【会社名】 株式会社八十二銀行 

【英訳名】 The Hachijuni Bank，Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取    湯 本  昭 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 長野市大字中御所字岡田178番地８ 

【縦覧に供する場所】 株式会社八十二銀行  東京営業部 

 (東京都中央区日本橋室町四丁目１番22号) 

  
株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行取締役頭取 湯本昭一は、当行の第133期第３四半期(自平成27年10月１日 至平成27年12月31日)の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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